
文教委員会資料 

１ 陳情の審査 

（１） 陳情第９５号  認可外保育所卒園児の３歳以降に認可保育園への入園申請に

あたって、利用調整の適正化を図り、子育てと仕事の両立支

援の確保に関する陳情 

資 料  陳情第９５号 認可外保育所卒園児の３歳以降に認可保育園への入園申請

にあたって、利用調整の適正化を図り、子育てと仕事の両立支援の確保に

関する陳情について 

こども未来局 

（令和３年１１月１９日） 

1



陳情第９５号 認可外保育所卒園児の３歳以降に認可保育園への入園申請にあ

たって、利用調整の適正化を図り、子育てと仕事の両立支援の確保に関する陳

情について 

１ 本市における利用調整基準について 

保育所の入所については児童福祉法第２４条第３項により、保育所の定員を超えて申し

込みがあった場合、利用調整を行うこととされている。本市においては「川崎市教育・保育

施設及び地域型保育事業に係る利用調整基準」に基づき、申請者数が各保育所等の受入れ可

能人数を超えた場合は、次のとおり各世帯の保育の必要度合を、ランク・指数・項目点によ

り点数化し、施設・クラス年齢ごとに利用調整を行い、点数の高い順に入所内定としている。 

（１）世帯のランクによる判定

世帯のランクがより高い児童を上位とし、ランクの決定にあたっては、利用調整基準別表

１に基づき、各保護者をA～Hのランクに区分し、保護者間でより低いランクを世帯のラン

クとしている。 

（２）調整指数による判定 

（１）において、同ランクで競合した場合には、利用調整基準別表２「同ランク内での調

整指数表」により、指数（該当項目の合計点）の高い児童から入所内定としている。 

（３） 調整項目点による判定 

（１）（２）において、同ランク同指数で競合した場合には、利用調整基準別表３「同ラ

ンク同指数となった場合の調整項目表」により、項目点（該当項目の合計点）の高い児童

から入所内定としている。 

（４）養育している子ども3人以上の有無による判定 

（１）～（３）で判定が困難な場合は、利用調整基準「別表３においても同点となった場

合の取扱い」により、養育している子どもが３人以上の世帯の児童を優先して入所内定と

している。 

（５）世帯の所得による判定 

（１）～（４）で判定が困難な場合は、所得のより低い世帯の児童を優先して入所内定と

している。 

（例）次のａ世帯と b世帯では、ａ世帯が優先されます。 
ａ世帯 世帯ランクB    ｂ世帯 世帯ランクC 

父ランク：Ｂ        父ランク：Ａ 
母ランク：Ｂ        母ランク：Ｃ 

【各施設における利用調整のイメージ】 

Ｐ保育園 １歳児クラス 受入数 ２人    

     ランク・指数等   希望順位     結果 

申請者①  Ａ－７－１   第１希望   内定（Ｐ保育園） 

申請者②  Ａ－６－３   第２希望   第１希望（Ｑ保育園）で内定 

申請者③  Ａ－６－２   第３希望   第１希望、第２希望で保留⇒内定（Ｐ保育園） 

申請者④  Ｂ－５－１    第１希望   保留 

【同ランク・同指数・同項目点だった場合の考え方】 

     ランク・指数等    子ども３人以上  世帯の所得状況 

申請者 a  Ａ－６－１       該当      ６００万円 

申請者b  Ａ－６－１      該当           ６５０万円 

申請者 c  Ａ－６－１     該当なし         ４００万円 

申請者d  Ａ－６－１      該当なし     ５００万円 

優先順位 高
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２ 地域型保育事業（小規模保育・家庭的保育・事業所内保育）について 

地域型保育事業は０歳～２歳児までを対象とした施設で、連携施設(認可保育所等)を
設定し、保育内容の支援や、３歳児以降の卒園後については連携施設などへの優先利用調
整を行うこととしている。なお、連携施設のみでは受入枠を確保することが困難であるこ
とから、近隣の認可保育所等を協力施設として設定し、優先利用調整を行うこととしてい
る。 
また、家庭的保育事業では、家庭的保育者の病気等による休園の際に連携施設において

代替保育も実施しているところである。 

・川崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例第４２条（特定教育・

保育施設の設置者等との連携） 

・川崎市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準等に関する条例第８条（保育所等との連携） 

≪各事業類型別の連携施設における連携内容≫ 

※事業所内保育事業の連携施設などへの優先利用調整は、地域枠の利用児童のみとなっている。 

３ 優先利用調整について 

卒園後の受入れを行う連携施設が設定されていない地域型保育事業実施施設について

は、卒園後も引き続き保育を必要とする場合、受入可能な近隣の認可保育所等(協力施設)

を中心に卒園児受入枠を設け、優先利用調整を行っている。 

【優先利用調整を希望しない場合】 

地域型保育事業の卒園児等について、転居等により、優先利用調整を希望しない場合

は、利用調整基準別表２の「連携施設が設定されていない地域型保育事業の卒園児」(指

数７点)を適用し、利用調整にあたっての優先度を高めることとしている。 

事業類型 保育内容の支援 代替保育 卒園後の受入 

小規模 

保育事業 

Ａ型 

すべての事業類型で実施 

(集団保育の提供、合同健診、 

保育に関する相談・援助な

ど) 

連携施設及び協力施設

にて優先利用調整実施 

Ｂ型 

Ｃ型 

事業所内保育事業 

家庭的保育事業 

家庭的保育者の病気

等による休園の際に

連携施設において実

施

連携施設で優先利用調

整実施 
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 これは国の通知（「子ども・子育て支援法に基づく教育・保育給付認定等並びに特定教

育・保育施設及び特定地域型保育事業者の確認に係る留意事項等について」最終改正令和

２年９月１０日）において、ひとり親世帯やＤＶの恐れがある世帯のほか、地域型保育事

業の卒園児童等について、調整指数上の優先度を高めることにより、優先利用を可能とす

る仕組みを基本とすることなどの優先利用調整に関する基本的な考え方が示されている

ことに基づくものである。 

なお、卒園後の受入れを行う連携施設が設定されている地域型保育事業を卒園後、連 

携施設とは別の認可保育所等への入所を希望する場合には、利用調整にあたり、利用調整

基準別表２「地域型保育事業卒園児で、連携施設を希望しない場合」(指数２点)の適用と

しており、これは「認可外保育施設等の利用状況」や「産休明け又は育休明け」と同様の

取扱いである。 

利用調整基準（抜粋） 
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別表第１（第４条関係） 

「教育・保育施設及び地域型保育事業に係る利用調整基準」  

番

号  
保 護 者の 状況  細        目  ラ ン ク  

１  

居 宅 外 労 働 （ 自 営 を 除

く）  

（ 注 １）  

月 実 働１４０時間以上 就労  Ａ  

月 実 働１２０時間以上 １４０時間未満就労  Ｂ  

月 実 働１００時間以上 １２０時間未満就労  Ｃ  

月 実 働８０時間以上１ ００時間未満就労  Ｄ  

月 実 働６４時間以上８ ０時間未満就労  Ｅ  

就 労 先確定（注２）  Ｆ  

２  

自 営  

（ 自 宅外自営、親

族 等 が 経 営 の 自

営を含む）  

（ 注 ３～５）  

中

心

者

月実働１４０時間以上就労  Ａ  

月 実 働１２０時間以上 １４０時間未満就労  Ｂ  

月 実 働１００時間以上 １２０時間未満就労  Ｃ  

月 実 働８０時間以上１ ００時間未満就労  Ｄ  

月 実 働６４時間以上８ ０時間未満就労  Ｅ  

就 労 先確定（注２）  Ｆ  

協

力

者

月実働１４０時間以上就労  Ｂ  

月 実 働１２０時間以上 １４０時間未満就労  Ｃ  

月 実 働１００時間以上 １２０時間未満就労  Ｄ  

月 実 働８０時間以上１ ００時間未満就労  Ｅ  

月 実 働６４時間以上８ ０時間未満就労  Ｆ  

就 労 先確定（注２）  Ｇ  

３  妊 娠 ・出産  

出 産 予 定 日 の 約 ２ か 月 前 か ら 出 産 後 ２ か 月 程 度 ま で の

間で、分娩・休養のため保育に当たることができない場

合  

切 迫 流産等は「疾病」 と扱う。  

Ｄ  

４  疾 病 ・負傷・心身障害  

(1)  疾 病 ・負 傷に より常 時臥 床又は１ か月以上の入院  

(2)  重 度 の 心身 障害（い ずれも同程度 の障害を有する場

合を含む。）  

・身体障害者手帳１・２ 級（聴覚障害３級を含む）の

交付を受けている場合  

・ 療 育手 帳の交付を受 けている場合  

・ 精 神障 害者保健福祉 手帳の交付を受けている場合  

Ａ  

疾 病・負傷 の治療や療養 のため１か月以上の自宅での安

静加療を指示されている場合  
C 

慢 性 疾患・長期疾 病の ため病 床で過ごさないが、１か月

以上自宅での療養を指示されている場合  
E 

５  

介

護

病 院 等 居 宅 外 で

の介護  

介 護 に要する日数及び 時間をもとに、番号１の細目を準

用  
Ａ ～ Ｅ  

居 宅 内 で の 介 護

（ 通 院 ・ 通 所 の

付添いを含む。） 

通 院・通所 に要する時間 を含め介護に要する日数及び時

間をもとに、番号１の細目を準用。ただし、介護サービ

ス等が利用できる時間は除く。  

Ａ ～ Ｅ  

６  災 害 復旧  
災 害 の状況、復旧に要す る日数及び時間等をもとに番号

１の細目を準用  
Ａ ～ Ｅ  

７  就 学  

卒 業 後就労を目的とし、職業訓練校や大学等へ通学する

場合、休憩及び通学時間を除き、保育に当たることがで

きない日数及び時間をもとに、番号１の細目を準用  

Ａ ～ Ｆ  

８  求 職 活動等  
求 職 又 は 起 業 の 準 備 の た め 外 出 す る こ と を 常 態 と し て

いる場合  
Ｈ  
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９  

市

長

に

よ

る

特

例

ひとり親世帯等  

自 立 の 促 進 が 必 要 と 認 め ら れ る ひ と り 親 世 帯 等 に つ い

ては、就労先が確定した場合（注６）は、その就労条件

により番号 1 と 2 の細 目を準用  

Ａ ～ Ｆ  

生 計 中 心 者 の 失

業  

生 計 中心者の失業（自 発的失 業は除く。）により生活困

窮の状態にあり、就労の必要が高い世帯で就労先が確定

した場合は、その就労条件により番号１と２の細目を準

用  

Ａ ～ Ｆ  

そ の 他  

そ の 他 児 童 福 祉 の 観 点 か ら 保 育 の 実 施 が 必 要 と 認 め ら

れる場合  

例 ）過去に 虐待や児童相 談所等による保護の経緯がある

など、家庭内において虐待若しくは暴力等を受ける

恐れがある場合  

児 童 を養育する能力に 著しく欠如している場合  

対 象 児童が障害を有し ている場合  

Ａ ～ Ｈ  

注 １  常 勤・非常 勤等の呼称や昼間・夜間等の時間帯にかかわらず、月 64 時間以上就

労してい ることを基本とし、その実働時間（時間外労働を除く）により細目を区分

する。な お、 その 区分 に あた っては、 就労 内容 や 収入 実績 等も 確認 し判 断 を行 う。 

注 ２  入 所月内に 就労 するこ とが決定していること。  

注 ３  経 営規模・業種・労働時間・労働密度・就労内容・収入実績等からみて、中心者

と補助的な業務を行う協力者を区分する。  

注 ４  内 職従事者 につ いては 、協力者の細目を適用する。  

注 ５  各 細目の区 分の 判断は 番号１に準じて行う。  

注 ６  就 労につな がる 就学先 が確定した場合も含む（別途、就学を証明する書類を提出

する必要がある。）。  
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別表第３（第４条関係） 

「同ランク同指数となった場合の調整項目表」  

項     目  項 目 点

対象児童 が障害（ 身体障 害者手帳１・２・３級又は療育手帳の交付を受けてい

るか、特別児童扶養手当の支給対象となっている場合、又は医師の診断書・意

見書等がある場合）を有している世帯（注１）  

１  

保 護 者の 一方が長期不 在の世帯（単身赴任、海外勤務、入院等）（注２）  １  

現 に 認可 外保育施設等 に児童を預けており、利用希望日時点でも同様の状態が

見込まれる世帯  

（ 育 児休 業期間は除く 。）（注３）  

１  

現 に 認可 外保育施設等 に児童を預けており、利用希望日時点でその期間が１年

以上になる世帯  

（ 育 児休 業期間は除く 。）（注３）（注４）（注５）  

１  ～  ５  

現 に 保護 者が当該児童 について育児休業を取得しており、利用希望日までの間

に当該児童の年齢が１歳以上になる世帯（注６）  
１  

既 に きょ うだいが在園 している場合又はきょうだいが同時申請の場合で、同一

施設・事業の利用を希望する世帯（重複して適用することができる。）  
１  

就 労 実績 （日数・時間 ）と連動した収入実績がある世帯（注７）  １  

申 請 締め 切り時に保育 料を滞納している世帯（注８）  0 ～  -3  

注 １  障 害児につ いて は、内定後であっても、障害の状況や施設の職員体制の状況等を

勘案し、健康管理委員会の結果も踏まえ、入所内定とならない場合がある。  

注 ２  利 用希望日 時点 で６か 月以上の長期不在となる客観的な見込みがあり、利用希望

日以降も１か月以上同様の状態が継続する見込みがある場合、又は利用希望日から

１か月以上長期不在となる確実な見込みがある場合  

注 ３  預 けている 期間 に応じ て重複適用する。  

注 ４  生 まれ月の 違い に配慮 するため、利用希望月の 1 年 6 か 月（２年 6 か月 、３年

６か月、４ 年６か月、５年６か月）以上前に生まれた児童を基本として、生まれ月

が１か月遅れるごとに、認可外保育施設等に預けている期間として１か月を加える

こととする。  

注 ５  預 けている 期間 が１年 以上になるごとに１点を加算する。  

注 ６  当 該児童に 兄・ 姉がい る場合で、「現に認可外保育 施設 等に 児童 を 預け てお り、

利用希望日時点でも同様の状態が見込まれる世帯（育児休業期間は除く。）」での

加点がない場合は、当該児童の年齢にかかわらず、兄・姉について本加算を行うも

のとする。  

注 ７  就 労実績が 就労 日数・時間×最 低賃金を下回る世帯はこの項目の世帯とはしない。

ただし、やむを得ない事由による場合はこの限りではない。  

注 ８  保 育料の滞 納状 況によ り最大－ 3 と する。ただし、失業・罹災等やむを得ない事

由による場合や、返済が進んでいる場合にはこの限りではない。  

「別表第３においても同点となった場合の取扱い」  

別表第３においても入 所判定が困難な場合は、次の順に内定とする。

１  養 育 している 子どもが ３人以上の世帯（注１）  

２  所 得 状況のよ り低い世 帯（注２）  

注 １  養 育 とは、同居し 、監護（監督・保護）することをいう。子どもとは、18 歳に

達する日以後の最 初の 3 月 31 日までの 間にある者の ことをいう。  

注 ２  所 得 状況 とは、 保 護者 及び その配偶者の合 計所得金額を合わせた額 のことをい

う。  
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